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1 推進会議における検討状況と推進会議取りまとめの性格

平成24年12月、「消費者教育の推進に関する法律」が施行され、法に基
づき、消費者教育推進会議が設置。

第１回会議から第４回会議は、「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」について検討し、平成25年6月28日閣議決定。

第５回会議から第９回会議には、基本方針で「今後検討すべき課題」とさ
れたテーマについて、３つの小委員会を設置して検討。

推進会議取りまとめは、３つの小委員会の議論を基に、今後の消費者教
育の推進についての考えや提案、消費者教育の担い手への期待を、会
議として取りまとめたもの。別途３つの小委員会ごとに取りまとめを公表。

消費者教育推進会議取りまとめ（平成27年３月５日）について
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【これまでの消費者教育】
消費者一人一人が、正しく、適切な情報を基に、自分自身のために合理的選択
を実践し、被害に遭わない、豊かな生活を送ることを基本とする、自立支援のた
めの教育

【推進法で視野の広がった消費者教育】

・個人として自立しているだけでなく、消費者が社会の一員として行動することも
「消費者の自立」の要素

・消費者一人一人が、「自分は被害に遭わない、自分は大丈夫」と考えるだけで
なく、「消費生活に関する問題は、自分だけでなく社会の問題」と理解し実践して
いくこと

消費者教育推進法
（平成24年12月施行）

取りまとめの概要： （１）推進法の意義と消費者教育の理念の整理
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【消費者市民社会における消費者の行動の特徴】

• 自ら情報収集し、理解し、実践する

• 身近な周囲の人にも情報提供やサポートを行い、その実践を促す

• 課題解決に向けて、社会（行政機関、団体、事業者等）に働き掛ける

商品等の安全

・商品のラベルをよく読み、より安
全・安心な商品を選択する。

・説明書をよく読んで使用する。周
りの人が誤った使い方をしていれ
ば注意する。

・安全性に疑問がある場合には、
事業者に質問し、トラブルが発生し
た場合に情報提供し、原因を確認
するとともに、再発防止を要請する。

生活の管理と契約

・収入水準に見合った支出を行う。

・環境や社会に配慮した商品や
サービスを選択する。

・消費者のための制度（クーリン
グ・オフ等）について理解するととも
に、高齢者の見守り活動に参加す
る。

・自分の人生のプランを作成し、そ
の資金計画を考える。

情報とメディア

・商品情報（パンフレット、広告等）、
市町村や消費生活センターなどの
発信する消費者情報、被害情報等
を収集するように努め、それらを
ソーシャルメディアなどを活用して
発信・共有する。

・消費が環境や社会経済に与える
影響に関する情報に関心を持ち、
情報の収集・検討・発信を主体的
に行う。

【具体的行動例】

取りまとめの概要： （２）消費者の行動例
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• 「消費者教育の担い手ナビゲーション」
の活用

消費者教育の担い手（教育関係者、
消費生活相談員、消費者団体、事業
者・事業者団体等）が消費者教育の
対象に対してどのようなことを教える
かといった観点から消費者教育事例
を示したもの。学校関係については
学習指導要領との関係も明示。

• 消費者教育ポータルサイトの活用

様々な消費者教育の教材等を収集し
て掲載しているポータルサイト（消費
者庁が開設）の充実、活用の拡大

• 消費者教育に関する「プロジェクト」の
実施

消費生活に関する情報や消費者教
育に関心の薄い層に向けた情報発
信

消費者教育の担い手向けナビゲーション

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜高等生期＞ 

家庭 

生産・流通・消

費・廃棄が環境、

経済や社会に与え

る影響を考えよう 

 

持続可能な社会を

目指して、ライフ

スタイルを考えよ

う 

 

【福井大学、福井県立高校】 

１３．市民性を育む教育

と学力「高齢社会と私」 
①高齢者の生活と文化を理解

する。 

②高齢社会と福祉についての

課題に気付く学習。 

③私たちの町の事例研究とし

て個人グループによる調査

研究と提案発表。 
（調査先は介護福祉センターやデ

イケアセンター・市役所の福祉課

など） 

【御茶ノ水女子大学附属高等学校】 
１１．背景への眼差しを育て

る消費者教育「エシカル・フ

ァッション」を事例として 

・生徒が作成したファッショ

ンカタログから実際に購入し

たい服を選び、値段、人件費

等を考える。 

・エシカルファッションのロ

ゴマークについて、その概念

を考える。 

【埼玉県立大宮光陵高等学校】

１２．消費が持つ影響力を

理解し、実際に行動を起こ

そう「チョコレートから見

えるもの」 
チョコレートの原材料と生産・

消費について学んだのち、児童

労働の実態を DVD で実感、フェ

アトレードについて理解する

（クイズや試食など） 

・消費行動が世界経済

に与える影響を考えさ

せる。 

・自分が取れるエシカ

ルな行動について考

察。 

・高校生にとって身近な食

品であるチョコレートを切

り口に学習を展開する流

れ。 

・児童労働の実態を DVD で

実感、フェアトレード商品

について理解する。 

・児童労働の現実を考え

る。 

・自分たちでできることを

考え、実際に行動に移す。 

学習指導要領（抜粋） 
イメージマップ

との関係 

 

－ 

テーマ・概要 特長・ポイント 
連携する 

主体 

あなたは？⇒高等学校等教職員 

 

公民 

どこで？ 

（教科等） 

 

身近な生活の課題と地

域や社会の問題とのつ

ながりを実感し、社会

的解決への視野を広げ

る学習 

自治体の企画の調査を

大学生や高校生が実施。

参画意識が高まる。 

身近な消費者問題

及び社会課題の解

決や、公正な社会

の形成に協働して

取り組むことの重

要性を理解しよう 

 

保護者と連携して 

生産・流通・消費・廃棄が

環境、経済や社会に与える

影響を考えよう 

 

 持続可能な社会を目指し

て、ライフスタイルを考え

よう 

 

 

身近な消費者問題及び社会

課題の解決や、公正な社会

の形成に協働して取り組む

ことの重要性を理解しよう 

 

 

【NPO法人消費者センター沖縄】 

１４．テキスト「社会をつなぐ

あなたの消費」の作成 
テキストの作成およびそれを使った教

師説明会。都道府県内全高校生に配布

し、教師と相談員で授業を実施。 

社会を形成する消費者市民とし

て、どうすればよりよい社会が

形成されるのかを考えるための

テキスト。 

【埼玉県】 

１５．不当表示広告調査 
不当表示の事例についてのガイダ

ンス後、週刊誌、新聞紙上掲載広

告、チラシ等を調査し、「不当表

示」にあたる広告を地方公共団体

に報告、自治体は事業者等へ指導 

－ 

消費生活センター 

NPO,在宅介護

センター、福

祉センター、

デイケアセン

ター、地方公

共団体 

 

- 

情報 

家庭基礎(2)生活の自立及び消費と環境 

エ 消費生活と生涯を見通した経済の計画 

消費生活の現状と課題や消費者の権利と責任について理解させ，適切な意思決定に

基づいて行動できるようにするとともに，生涯を見通した生活における経済の管理

や計画について考えることができるようにする。 

家庭総合(3) 生活における経済の計画と消費 

ア 生活における経済の計画 

生活と社会とのかかわりについて理解させ，生涯を見通した生活における経済の管

理や計画の重要性について認識させる。 

計画の重要性について認識させる。 

イ 消費行動と意思決定 

消費行動における意思決定の過程とその重要性について理解させ，消費者として主

体的に判断できるようにする。 

ウ 消費者の権利と責任 

消費生活の現状と課題，消費者問題や消費者の自立と支援などについて理解させ，

消費者としての権利と責任を自覚して行動できるようにする。 

生活デザイン(2)消費や環境に配慮したライフスタイルの確立 

ア 消費生活と生涯を見通した経済の計画 

消費生活の現状と課題や消費者の権利と責任について理解させ，適切な意思決定に

基づいて行動できるようにするとともに，生涯を見通した生活における経済の管理

や計画について考えることができるようにする。 

第１ 社会と情報 

（３）情報社会の課題とモラル 

ア 情報化が社会に及ぼす影響と課題 

情報化が社会に及ぼす影響を理解させると共に、望ましい情報社会のありかたと情報技

術を適切に活用することの必要性を理解させる。 

 

現代社会(2) 現代社会と人間としての在り方生き方 

エ 現代の経済社会と経済活動の在り方 

現代の経済社会の変容などに触れながら，市場経済の機能と限界，政府の役割と財

政・租税，金融について理解を深めさせ，経済成長や景気変動と国民福祉の向上の

関連について考察させる。また，雇用，労働問題，社会保障について理解を深めさ

せるとともに，個人や企業の経済活動における役割と責任について考察させる。 

現代社会(3) 共に生きる社会を目指して 

持続可能な社会の形成に参画するという観点から課題を探究する活動を通して，現

代社会に対する理解を深めさせるとともに，現代に生きる人間としての在り方生き

方について考察を深めさせる。 

政治・経済(2)現代の経済  

ア現代経済の仕組みと特質 

経済活動の意義、国民経済における家計、企業、政府の役割、市場経済の機能と限

界、物価の動き、経済成長と景気変動、財政の仕組みと働き及び租税の意義と役

割、金融の仕組みと働きについて理解させ、現代経済の特質 について把握させ、

経済活動の在り方と福祉の向上との関連を考察させる。 

イ 国民経済と国際経済 

貿易の意義，為替相場や国際収支の仕組み，国際協調の必要性や国際経済機関の役

割について理解させ，グローバル化が進む国際経済の特質について把握させ，国際

経済における日本の役割について考察させる。 

＜高等生期（再掲）＞ 

取りまとめの概要： （３）多様な担い手による消費者教育の実践に向けた提案
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• 消費者教育の拠点としての消費生活センターに
期待される6つの機能
① 消費者教育への関心の輪を広げる

（消費生活に関する情報に無関心な層への
働き掛けを行う）

② 消費者教育を自ら企画・実施する
（教材の開発、消費生活講座等を行う）

③ 消費者教育の実施を働き掛ける

（学校、福祉団体などでの出前講座等の実施
を働き掛ける）

④ 消費者教育の関係者をつなぐ

（地方公共団体内、地域内の関係者とのパイ
プ役になる）

⑤ 消費者教育の担い手を育てる
（サポーター養成講座などを行う）

⑥ 自主学習・交流・情報発信の場を提供する

（自主学習のための教材提供、交流のための
スペースの確保を行う）

• 地域の連携・協働を担うコーディネーターの育成

地方公共団体において、職員や元職員、消費
生活相談員、消費者団体やNPOの一員として活

動する者や学校関係者、社会教育主事等の社
会教育関係者からコーディネーターを育成。国
民生活センターにおけるコーディネーター養成
講座の実施。

２. 消費者教育を自ら企画・実施する（１）

愛知県名古屋市

【くらしの情報プラ
ザ（消費生活セン
ター）】

○くらしのゼミナー
ル ・小学生と保
護者、中高生、学
生、教員、 高齢

者とその家族・支
援者、障害者とそ

の家族・支援者な
ど、受講者に応じ
た消費者向け講
座をオーダーメイ
ドで実施

○教員向け教材
の貸出

○消費者問題教
員セミナー
【啓発講座等】

○消費生活講座、
消費者実習講座、
消費 者問題教
育セミナー

埼玉県三芳町（人口
3.8万人）

【消費生活啓発用チ
ラシ・冊子の配布】
○「くらしの豆知識」

○一般、小学生、中
学生対象リーフレッ
ト・チラシ

神奈川県大和市
（人口 22.8万人 ）

○「どこでも講座」
実施

・市の生涯学習セ
ンターが調整役
となり、メニュー
方式（消費生活
のみならず地域
安全、認知症サ
ポーター講座な
ど）での市職員
による講座を実
施

政令指定都市都道府県 市区（5万人以上） 市（5万人未満）及び町村

京都府
【地域】
○特殊詐欺等被
害撲滅キャンペー
ン
市民センターで

の啓発、落語イベ
ント等）
○市町村主催の
消費者教育イベン
トでの啓発資料配
布

福島県郡山市（人
口 33.8万人）

【出前講座等】

○消費生活セン
ター職員や外部
講師による出

前講座での啓

発（移動消費生活
センター）

沖縄県

【消費者教育教材
の作成】

○消費者センター
沖縄が編集・執
筆、国立大学
法人琉球大学

教育学部教授の
監修による
高校生用副教

材『社会をつなぐ
あなたの消費』
を作成 静岡県静岡市

【消費者教育副教
材の作成】

○大学教授、司法
書士、市立中学校
の家庭科教職員、
消費生活センター
相談員の６名の委
員から成る「静岡
市消費者教育副教
材作
成委員会」を立ち
上げ

・中学校の家庭科
の授業で消費者教
育のために使用す
る副教材を作成

東京都八王子市
（人口 58.0万人）

【地域】
○障がい者に対
応した啓発資料
・広報担当者と障

害者福祉課が
連携。地方
消費者行政活

性化基金を活
用して、点字の
啓発冊子や啓
発冊子を音声
化した啓発ＣＤ
を作成し配布

埼玉県三芳町（人口
3.8万人）

【啓発講座】

○高齢者対象「落語
で学ぶ消費生活講
座」
（公民館で実施）、

小学生対象「消費
生活講座」（町内小
学校で実施）

青森県
【自主学習】
○消費者が、多
様化する消費生
活に主体的、 合
理的に対応し、行
動するために必
要な知 識を継続
的に学習すること
を目的として「消
費生活大学講座」
を開催

北海道士別市（人口
2.1万人）

【消費者被害防止講
座】

○士別消費者協会
と消費生活相談員
によっ
て構成された「劇

団さくら」が要望団
体を訪
問し市内で起き

た悪質商法の手口
等を寸
劇にして講座実

施

取りまとめの概要： （4）地域における多様な主体の連携・協働への提言
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 消費者・サポーター
消費生活に関する知識の習得・情報収集。

消費生活に関する問題を、「自分は被害に遭わない、自分は大
丈夫」と考えるのみならず、「消費生活に関する問題は、自分だ
けではなく社会の問題」と捉え、周囲に働き掛ける。見守り役や、
地域のコミュニティ、ネットワークにも積極的に参加。

 学校教育関係者

小・中・高等学校の学習指導要領における消費者教育に関する
教育内容の充実を反映した授業を実施。

 社会教育関係者
社会教育主事等が地域におけるコーディネーターの役割を担う。

 大学等関係者

入学時から卒業までの段階的な、自立を支援する消費者教育
の実施。

大学生等が、ボランティアや研究活動の一環として、自ら見守り
などの活動に参加、サークル等で地産地消、フェアトレードや倫
理的消費について実践する。

 消費者団体

学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消
費者教育へ協力、教材の開発、出前講座やサポーター養成講
座等を実施する。

見守りネットワークの中で、消費生活分野に関する連絡・調整
を行うなどの中心的な役割を担う。

 事業者・事業者団体

見守り対象者である高齢者等宅を頻繁に訪問する機会のある
事業者が、見守りのネットワークに参加し、訪問の機会に見守
る。

消費者からの質問・情報提供や消費者と事業者との対話から
生まれた環境面や安全面での事業の改善等に関する情報を、
より積極的に消費者に伝達する。

従業員に対する教育、地域において、生きた事例を使った消
費者教育を実践。

 福祉団体・福祉関係者のネットワーク

既存の見守りネットワークの中で、消費者行政担当部局や消費
生活センターとの連携により消費生活に関する情報も共有し、
ネットワーク参加者による消費者教育の効果的な推進の仕組
みの構築。

 行政

消費者行政の中で消費者教育とその他の分野の間の連携、
福祉、教育、環境、産業振興行政等との横の連携強化。

地方消費者行政推進交付金を最大限活用し、地域における連
携・協働や、消費生活センターの機能の充実・強化、コーディ
ネーターの育成・配置など、その他の地域のモデルとなる事業
の実施。
都道府県と市町村との連携・協働を強化。

次期推進会議が検討すべきテーマ

① 家庭や地域における子どもの消費者教育

② 初等中等教育（小学校・中学校・高等学校等）における消費者
教育

③ 大学等における消費者教育
④ 社会教育との連携
⑤ 消費者の自主学習への取組支援

⑥ 消費生活に関連する教育（環境教育、食育、国際理解教育
等）との連携

⑦ 事業者・事業者団体の取組の促進についての検討
⑧ 福祉団体・福祉関係者との連携

取りまとめの概要： （５）消費者市民社会の形成に参画する多様な主体の活動への期待
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